
 

 
研究の概要： 
 

本研究の目的は、少子高齢化等の日本が抱える諸問題及び経済システム内外からのリスクを分析でき
る経済モデルを構築し、近年急速に発展している計算社会科学の分析手法とスーパーコンピュータ技
術を駆使することにより、直接的に観測できないリスクを推定し、適切に対応できる包括的な金融・財
政政策を導出する手法を確立することである。 
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１．研究開始当初の背景 
 

2019年 10月に消費税率が 8％から 10％へ引き上げられた。その目的は、財政健全化と社会保障改革と
されているが、前者の達成には、政府債務残高の膨張を抑えることが必須である。日本の政府債務残高
は、1964 年以降、半世紀以上にわたり膨張傾向にあり、現在、対 GDP 比で 220％という先進国の中で
突出した水準にある。これは、第二次世界大戦末期の水準すら超えており、極めてリスクの高い状況に
あると考えられる。 
 
現在この債務残高の膨張を支えているのは、日本銀行が継続している広範な緩和政策であり、もはや
金融政策と財政政策は表裏一体の関係にある。歴史上、過度の金融緩和はバブルを生み出し、バブル崩
壊は金融危機の引き金となっている。さらに、金融危機が拡大し財政破綻に至るパターンも歴史上繰
り返されている。 

 
 
 

２．研究の目的 
 
本研究の目的は、少子高齢化等の日本が抱える諸問題及び経済システム内外からのリスクを分析でき
る経済モデルを構築し、近年急速に発展している計算社会科学の分析手法とスーパーコンピュータ技
術を駆使することにより、直接的に観測できないリスクを推定し、適切に対応できる包括的な金融・財
政政策を導出する手法を確立することである。 
 

 
 

３．研究の方法 
 

研究方法の枠組みは以下のとおりである。①観測データからリスクを推定する。②そのリスクを所与
として、社会全体の最適化問題を解く。③政策がリスクに影響しない場合は、その解がリスクに適切に
反応する政策である。④政策がリスクに影響する場合は、政策変化のリスクへの影響を制約とした上
で、社会全体の最適化問題を解く。⑤その結果得られる解が、リスクに適切に反応する政策である。①
におけるデータは、マクロ経済データ、都道府県・市町村レベルのデータ、テキストデータ、人口構成
データ、サーベイ・アンケート・市場調査データ等であり、対象とするリスクは経済リスク、国際関係
リスク、自然災害リスク等である。ただし、災害リスクは推定の対象外である。③～⑤において対象と
する政策変数は所得税、消費税、法人税等の税率、財政出動、金融・財政政策等である。 

 
 

４．これまでの成果 
 
以下がこれまでの主な成果である。 
 

• 将来を予測し行動するエージェントのモデルとして、確率的動的最適化問題を AI（機械学習）
により解く手法を開発した。 

• 政治リーダーが紛争エスカレーションを引き起こす誘因としての政治スキャンダルの影響を
分析し、政治スキャンダルはエスカレーションの誘因として確認できず、重要なのは恐怖認識



を増強するメカニズムであることがわかった。 

• サーベイデータの分析により、社会保障に深く関わる退職のタイミングや労働意欲は、子供に
遺産を残したいか否かに依存することがわかった。 

• 新型コロナウイルス感染者数と人流に関する時系列分析を行い、感染状況は、ウイルス変異に
伴う感染リスクの変化のみならず、感染リスクに対する人々の行動様式に依存することがわか
った。 

• 言語表現モデル BERT を用いて、内閣府の景気ウォッチャー調査約 20 年分を学習データとし
て、テキスト情報から景況感指数を予測する AI（深層学習モデル）を開発した。 

 
 
 

５．今後の計画 
 

 
これまで進めてきた個別プロジェクトを継続し、順次完了する。各個別プロジェクトで得られた技術
と結果をコアとなる経済モデルに組み込み、リスクに適切に対応する金融・財政政策を導出する。最終
年度には、国内向けシンポジウム、及び国際シンポジウムを開催する。 
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